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(57)【要約】
【課題】従来に比べて熱利用効率を向上させることがで
き、輻射板面全体をより均一に冷却又は加温を行うこと
が可能な輻射空調パネルの提供。
【解決手段】良熱伝導性の前面材２ａと断熱性の背面材
５を有し、背面材５の一端に吹込口３が形成され他端に
吹出口４が形成された空洞箱状の本体２を備え、吹込口
３から吹出口４へ本体２の空洞内に調温空気を通風させ
ることにより、前面材２ａを通して本体２の前方の空気
との熱交換を行う輻射空調パネル１において、本体２の
空洞内に、前面材２ａから突出して形成された複数の乱
流促進体７を備え、吹込口３を上とし前面材２ａから背
面材５の方向に向かって視たとき、各乱流促進体７を、
本体２の空洞の左端と右端との間全体に亘って水平に設
ける。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　良熱伝導性の前面材と断熱性の背面材を有し、前記背面材の一端に吹込口が形成され前
記背面材の他端に吹出口が形成された空洞箱状の本体を備え、前記吹込口から前記吹出口
へ前記本体の空洞内に調温空気を通風させることにより、前記前面材を通して前記本体の
前方の空気との熱交換を行う輻射空調パネルであって、
　前記本体の空洞内に、前記前面材から突出して形成された複数の乱流促進体を備え、
　前記吹込口を上として前記前面材から前記背面材の方向に向かって視たとき前記本体の
右側の端縁を右端、左側の端縁を左端とすると、前記各乱流促進体は、前記本体の空洞の
左端と右端との間全体に亘って水平に設けられていることを特徴とする輻射空調パネル。
【請求項２】
　前記乱流促進体は、長尺板の両側が曲折されたコの字状の溝形材により構成され、前記
溝形材の曲折された両端部のフランジは、一方が前記前面材に固定され、他方が前記背面
材に固定又は当接されており、
前記両フランジ間のウェブには、前記背面材側に偏倚して、該溝形材の長手方向に向けて
横長な開口が複数形成されていることを特徴とする、請求項１記載の輻射空調パネル。
【請求項３】
　前記乱流促進体は、断面が曲折した長尺な金属板により構成されたことを特徴とする、
請求項１記載の輻射空調パネル。
【請求項４】
　前記乱流促進体は、前記前面材から突出した部分が、気流の上流側又は下流側に向かっ
て湾曲されていることを特徴とする、請求項１記載の輻射空調パネル。
【請求項５】
　前記本体の空洞内の吹出口の上流側に、多孔板又はスリット板からなる分散板を備えた
ことを特徴とする請求項１乃至４の何れか一記載の輻射空調パネル。
【請求項６】
　前記吹込口は前記背面材の中央に開口形成され、前記吹出口は、前記背面材の周縁全体
に亘って形成され、
　前記各乱流促進体は、前記吹込口を中心とし前記吹込口を取り囲む矩形状に、前記吹込
口から前記吹出口に亘って複数設けられたことを特徴とする請求項１記載の輻射空調パネ
ル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、輻射空調用に部屋の壁や天井材として使用される輻射空調パネルに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、室内空調の一手段として、壁面や床や天井に輻射空調パネルを設置し、これ
に調温空気を流通させて室内空気との熱交換を行うことで室内空調を行う輻射冷暖房設備
が広く使用されている。この輻射冷暖房設備で使用される輻射空調パネルとしては、特許
文献１～１１に記載のものが公知である。
【０００３】
　特許文献１に記載の輻射冷暖房装置の輻射ダクト（１０）は、室内側に向かって開口し
た矩形箱状のダクト（１１）と、ダクト（１１）の室内側開口を閉蓋する輻射パネル（１
２）と、ダクト（１１）の室内側以外の外周面を覆包する断熱材（１３）と、ダクト（１
１）の一端の側面に形成された入力口（１８）と、該入力口（１８）に対向するダクト（
１１）の側面に形成された出力口（１９）とを備えている（特許文献１の図２～図５参照
）。入力口（１８）から温調空気がダクト（１１）を流入し、輻射パネル（１２）を介し
て室内空気と熱交換させた後、出力口（１９）から流出させる（特許文献１の段落〔００
２６〕，〔００３０〕）。この輻射ダクト（１０）では、輻射パネル（１２）の熱交換効
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率を向上させるため、輻射パネル（１２）のダクト（１１）内側の表面に、Ｌ字板状の伝
熱部材（１５）を着設している（特許文献１の図６～図１０，段落〔００３２〕～〔００
３８〕参照）。伝熱部材（１５）は、輻射パネル（１２）と熱接合するように接着剤又は
スポット溶接等により固定されている。伝熱部材（１５）の直立した部分である熱吸収面
（１６Ａ）は、幅が輻射ダクト（１０）の１／２～３／４，高さが輻射ダクト（１０）の
内高と略同じ高さとされている。また、伝熱部材（１５）の配置として、温調空気の流れ
方向に垂直な配置（特許文献１の図８）及び温調空気の流れ方向に対し傾斜した配置（特
許文献１の図９，図１０）が例示されている。そして、この伝熱部材（１５）を設けるこ
とによって、調温空気の熱を、伝熱部材（１５）より輻射パネル（１２）へ熱交換でき、
室内空間へ効率よく熱伝達させることができる旨が記載されている（特許文献１の段落〔
００３３〕〔００３５〕〔００３８〕等）。
【０００４】
　特許文献２には、適当間隔を隔てて並列配設した背高の床根太（８，…）群のうち、隣
接する二つの床根太（８，８）の上端部に放熱材料からなる天板（３）を貼り付け固定し
、隣接床根太（８，８）間の下側部に位置する下面板（４）上に断熱材（９）を貼り付け
て断熱化し、天板（３）と隣接床根太（８，８）及び断熱材（９）とで囲繞された温風通
路（又は冷風通路）（１０）を有する輻射式暖冷房用放熱筐（５）が記載されている（特
許文献２の図１～図４，明細書２頁左上段から同頁右上段参照）。この放熱筐（５）は、
一端に吸込口（１）、他端に吹出口（２）が形成されており、吸込口（１）近傍に調温空
気を流通させるための送風機（６）及び熱交換器（７）が設置されている。また、温風通
路（１０）には、送風機（６）から圧送される温風の流通路を、温風通路（１０）の長手
方向にジグザグ状に形成するように複数枚の補強兼用の整流板（１２，…）が設けられて
いる。送風機（６）から吸込口（１）に圧送される調温空気の温風は、温風通路（１０）
をジグザグ状に流通し乍ら天板３を加熱し吹出口（２）から送出される。そして該天板（
３）の輻射熱によって室内の暖房が行われる。
【０００５】
　特許文献３には、複数の縦材（１１）と横材（１２）とから組枠材（１３）を形成する
と共に、該組枠材（１３）の厚さ方向一方側及び他方側の両面に面材（１５，１６）を固
着して内部を気密室（１７）に形成し、且つその気密室（１７）の何れかの面側に断熱材
（１８）を配設してなる構造体本体（２０）を具え、この構造体本体（２０）における組
枠材（１３）の縦材（１１）に沿う方向の一方側に空気導入口（２３）を、他方側に空気
吹出口（２４）を、それぞれ気密室（１７）と連通させて設けた冷暖房用パネル構造体（
１）が記載されている（特許文献３の請求項１，図１～図４参照）。この冷暖房用パネル
構造体（１）は、空気導入口（２３）から調温空気が送入され、気密室（１７）を流通す
る間に面材（１５）を介して室内空気と熱交換し、空気吹出口（２４）から送出される。
【０００６】
　特許文献４には、内部が中空の中空構造を有し、上部に開閉可能な上部開口部（６）が
、下部に開閉可能な下部開口部（７）が、それぞれ室内に向けて設けられ、下端面に調温
空気は流入する空気孔（８）が形成された壁構造体（３）が記載されている（特許文献４
の図２，明細書２頁左上段参照）。この壁構造体（３）は室内の壁面として設置される。
空調処理された空気は、空気孔（８）から壁構造体（３）に流入し、壁構造体（３）を熱
交換により冷やし、上部開口部（６）から室内に供給され、室内で下向流となってさらに
室内を空調する。
【０００７】
　特許文献５には、建築構造物の壁体の機能を持つ空気循環パネルであって、前面板（１
）と背面板（２）とによって形成された通気路を有し、前面板（１）及び背面板（２）の
上部及び下部には通気路に連通する開閉自在な開口（７，８）が形成され、さらに通気路
には送風機（９）を配置し、また前面板（１）及び背面板（２）は熱交換機能或いは蓄熱
機能を有する板で構成した空気循環パネルが記載されている（特許文献５の請求項１，図
１～図３参照）。
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【０００８】
　特許文献６には、冷房又は暖房が行われる冷暖房室（Ｒ）を区画する区画面（９）に熱
を伝達する板状の表層（１２）と、表層（１２）に冷暖房室（Ｒ）の裏側から面同士で接
触する板状の裏側層（１５）であって、表層（１２）に接する面に線状の空気流通溝（１
５ｇ）が間隔を空けて複数形成された裏側層（１５）とを備えた輻射パネルが記載されて
いる（特許文献６の請求項１，図１～図３参照）。この輻射パネルは、裏側層（１５）の
表層（１２）に接する面に形成された線状の空気流通溝（１５ｇ）に沿って調温空気が流
通し、表層（１２）全体で熱交換がされる。
【０００９】
　その他、特許文献７～１１にも、種々の構造の輻射空調パネルが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２０１２－２２５５１７号公報
【特許文献２】特開昭５１－１４６７４８号公報
【特許文献３】特開平１０－２０５８２３号公報
【特許文献４】特開平３－１３７４６号公報
【特許文献５】特開２００４－６９１２９号公報
【特許文献６】特開２０１４－１５３０３７号公報
【特許文献７】特開２００８－９６０５２号公報
【特許文献８】特開平９－１７８２０７号公報
【特許文献９】特開平５－１４１７０８号公報
【特許文献１０】特開２００８－１５７５１９号公報
【特許文献１１】特開２００７－２４４７９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　輻射空調パネルは、調温空気を空調対象空間に吹き込ませないよう構成することで、室
内空気の強制対流を生じさせないようにすることが可能であるという利点がある。そのた
め、室内の塵埃が外部から流入する調温空気の気流によって舞い上がることがないため、
病院の手術室やクリーンルームにも使用される。然し乍ら、調温空気を空調対象空間に吹
き込ませないよう構成した場合、パネルを介した熱交換のみによって空調を行うため、空
調対象空間に直接調温空気を吹き込む場合に比べて、熱利用効率が低下する。そこで、調
温空気を空調対象空間に吹き込ませないよう構成した輻射空調パネル（以下「非室内吹込
式輻射空調パネル」と呼ぶ）においては、熱利用効率を如何に向上させるかが重要な技術
課題となる。
【００１２】
　上述した先行技術において、特許文献３－１０に記載のものは、輻射空調パネル内に形
成された空気流路内を、吹込口から吹出口に向かって真っ直ぐに調温空気を流通させる形
式であるが、この形式では、大部分の調温空気は伝熱パネルに接触することなく吹込口か
ら吹出口へ素通りするため、これらの形式を非室内吹込式輻射空調パネルに適用すると熱
利用効率が非常に悪くなることが予想される。
【００１３】
　一方、特許文献１，２に記載のものは、輻射空調パネル内の空気流路に、Ｌ字板状の伝
熱部材や整流板を配設して流路をジグザグにすることで、調温空気から伝熱パネルへの伝
熱効率を高めると共に、調温空気が伝熱パネルに接触し易くすることで、熱利用効率が向
上することが予想される。然し乍ら、特許文献１，２においては、輻射空調パネル内にお
ける気流がどのように形成されるのかが検討されておらず、これら輻射空調パネルについ
ては更に熱利用効率を高めるよう工夫する必要があると考えられる。
【００１４】
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　また、上記特許文献１，２に記載の輻射空調パネルでは、通風路内にＬ字板状の伝熱部
材（１５）（又は整流板（１２））を、風路軸方向に垂直にジグザグに配置した構成（特
許文献１の図８～図１０，特許文献２の図２参照）としているが、後述する計算及び実験
の結果、このような構成とすると、各伝熱部材（１５）（又は整流板（１２））の隙間の
ジグザグな最短経路に沿って、調温空気の本流（最も流量の大きな流れ）が形成され、輻
射空調パネルの輻射板面が部分的に強く冷却（又は加温）され、輻射板面全体で温度斑（
むら）が大きくなることが分かった。このように大きな温度斑が生じると、冷房の場合、
局所的に温度が大きく低下した部分で結露が生じやくすなり、壁面にドレン水が発生し易
いという問題がある。特許文献６に記載の輻射空調パネルでも、同様に、空気流通溝（１
５ｇ）付近の温度低下が顕著なため、輻射板面全体で温度斑（むら）が大きくなり、壁面
にドレン水が発生し易いという問題がある。
【００１５】
　そこで、本発明の目的は、上記従来の輻射空調パネルに比べて熱利用効率を向上させる
ことが可能で、且つ輻射板面全体をより均一に冷却又は加温を行うことが可能な輻射空調
パネルを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明に係る輻射空調パネルの第１の構成は、良熱伝導性の前面材と断熱性の背面材を
有し、前記背面材の一端に吹込口が形成され前記背面材の他端に吹出口が形成された空洞
箱状の本体を備え、前記吹込口から前記吹出口へ前記本体の空洞内に調温空気を通風させ
ることにより、前記前面材を通して前記本体の前方の空気との熱交換を行う輻射空調パネ
ルであって、
　前記本体の空洞内に、前記前面材から突出して形成された複数の乱流促進体を備え、
　前記吹込口を上として前記前面材から前記背面材の方向に向かって視たとき前記本体の
右側の端縁を右端、左側の端縁を左端とすると、前記各乱流促進体は、前記本体の空洞の
左端と右端との間全体に亘って水平に設けられていることを特徴とする。
【００１７】
　この構成によれば、前面材から空洞内に突出して形成し、乱流促進体を空洞の左端と右
端との間全体に亘って水平に設けることで、空洞内を流れる調温空気は、乱流促進体の下
流側において渦流となり、空洞内全体の調温空気が掻き混ぜられる。そのため、前面材を
介した本体の前方の空気との熱交換効率が向上する。また、乱流促進体を空洞の左端と右
端との間全体に亘って水平に設けたことで、吹込口から流入する調温空気の流れは、輻射
空調パネルの空洞全体に広がるように形成される。これにより、輻射空調パネルの前面材
全体に亘ってよりほぼ均一に熱交換が行われる。
【００１８】
　本発明に係る輻射空調パネルの第２の構成は、前記第１の構成に於いて、前記乱流促進
体は、長尺板の両側が曲折されたコの字状の溝形材により構成され、前記溝形材の曲折さ
れた両端部のフランジは、一方が前記前面材に固定され、他方が前記背面材に固定又は当
接されており、
前記両フランジ間のウェブには、前記背面材側に偏倚して、該溝形材の長手方向に向けて
横長な開口が複数形成されていることを特徴とする。
【００１９】
　このように、乱流促進体を、開口が複数形成されたコの字状の溝形材として構成するこ
とによって、従来のものよりも熱交換効率がより向上することが、実験及び数値計算によ
り確認された。また、乱流促進体は、調温空気を攪拌すると同時に、本体の空洞を挟む両
板面間の補強をする根太材としての機能も併せ持つ。
【００２０】
　本発明に係る輻射空調パネルの第３の構成は、前記第１の構成に於いて、前記乱流促進
体は、断面が曲折した長尺な金属板により構成されたことを特徴とする。
【００２１】
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　本発明に係る輻射空調パネルの第４の構成は、前記第１の構成に於いて、前記乱流促進
体は、前記前面材から突出した部分が、気流の上流側又は下流側に向かって湾曲されてい
ることを特徴とする。
【００２２】
　本発明に係る輻射空調パネルの第５の構成は、前記第１乃至４の何れか一の構成に於い
て、前記本体の空洞内の吹出口の上流側に、多孔板又はスリット板からなる分散板を備え
たことを特徴とする。
【００２３】
　本発明に係る輻射空調パネルの第６の構成は、前記第１の構成に於いて、前記吹込口は
前記背面材の中央に開口形成され、前記吹出口は、前記背面材の周縁全体に亘って形成さ
れ、
　前記各乱流促進体は、前記吹込口を中心とし前記吹込口を取り囲む矩形状に、前記吹込
口から前記吹出口に亘って複数設けられたことを特徴とする。
【発明の効果】
【００２４】
　以上のように、本発明によれば、従来の輻射空調パネルに比べて熱利用効率を向上させ
ることが可能で、且つ輻射板面全体をより均一に冷却又は加温を行うことが可能な輻射空
調パネルを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明の実施例１に係る輻射空調パネルの外観斜視図である。（ａ）は正面側か
ら視た斜視図、（ｂ）は背面側から視た斜視図を表す。
【図２】図１の輻射空調パネルの分解斜視図である。
【図３】図１の前面材２ａの拡大斜視図である。
【図４】輻射空調パネル１を図１（ｂ）のＡ－Ａ線に垂直な面で切断した拡大断面図であ
る。（ａ）は吹込口３側、（ｂ）は吹出口４側を表す。
【図５】輻射空調パネル１を図１（ｂ）のＡ－Ａ線に垂直な面で切断した破断斜視図であ
る。
【図６】実施例２に係る輻射空調パネル１の前面材２ａを背面側から視た図である。
【図７】実施例２に係る輻射空調パネル１を、図６の（ａ）Ａ－Ａ線及び（ｂ）Ｂ－Ｂ線
で切断した断面図である。
【図８】実施例３に係る輻射空調パネル１の部分断面図である。
【図９】実施例４，５に係る輻射空調パネル１の部分断面図である。
【図１０】実施例１の輻射空調パネル１内の通風路８に通風した場合の流れを計算した結
果である。
【図１１】熱流体計算により、乱流促進体７のない輻射空調パネル（比較例１）の熱伝導
状態を計算した結果（中央線で切断した断面）である。
【図１２】熱流体計算により、乱流促進体７のない輻射空調パネル（比較例１）の熱伝導
状態を計算した結果（正面側から視た前面材２ａの表面）である。
【図１３】熱流体計算により、実施例１の輻射空調パネル１の熱伝導状態を計算した結果
（中央線で切断した断面）である。
【図１４】熱流体計算により、実施例１の輻射空調パネル１の熱伝導状態を計算した結果
（正面側から視た前面材２ａの表面）である。
【図１５】乱流促進体の幅を通風路幅の１／２とし左右に交互に配置して流路をジグザグ
とした輻射空調パネル（比較例２）の熱伝導状態を計算した結果（正面側から視た前面材
２ａの表面）である。
【図１６】実施例１の輻射空調パネル１の熱伝導状態を計算した結果（正面側から視た前
面材２ａの表面）である。
【図１７】図１７は実施例２の輻射空調パネル１の熱伝導状態を計算した結果（正面側か
ら視た前面材２ａの表面）
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【図１８】図１８は実施例３の輻射空調パネル１の熱伝導状態を計算した結果（正面側か
ら視た前面材２ａの表面）
【図１９】実験方法を説明する図である。
【図２０】比較対象として使用した比較例３の輻射空調パネルのパネル筐体内の構造を表
す図である。
【図２１】冷房条件開始から１時間までの時間区間における実施例１～３，比較例３の輻
射空調パネルの伝熱板表面の温度分布の測定結果を表す図である。
【図２２】冷房条件開始から１時間までの時間区間における実施例１～３，比較例３の輻
射空調パネルの伝熱板表面の温度分布の測定結果を表す図である。
【図２３】実施例１～３の各測定点において測定された温度の平均値の時間変化を表す図
である。
【図２４】図２３の差分温度の時間変化を表す図である。
【図２５】本発明の実施例６に係る輻射空調パネルの吹出口部分の拡大図である。
【図２６】本発明の実施例７に係る輻射空調パネルの背面側から視た外観斜視図である。
【図２７】図２６の輻射空調パネルのパネル筐体２の内部（背面材５を外した状態）を表
す斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、本発明を実施するための形態について、図面を参照しながら説明する。
〔１〕輻射空調パネルの構成
【実施例１】
【００２７】
　図１は、本発明の実施例１に係る輻射空調パネルの外観斜視図である。図１（ａ）は正
面側から視た斜視図、図１（ｂ）は背面側から視た斜視図を表す。
【００２８】
　本実施例の輻射空調パネル１は、中空の矩形箱状のパネル筐体２を備え、パネル筐体２
は、良熱伝導性材料により形成された片面が開口した扁平矩形筺状の前面材２ａと、前面
材２ａの開口面を閉蓋する矩形平板状の背面板２ｂとから構成されている（図２参照）。
そして、パネル筐体２の内部空間が通風路８（図５参照）となっている。背面板２ｂの上
端近傍の板面中央には円形の吹込口３が開口形成され、背面板２ｂの下端近傍の板面には
、略板幅全体に亘って細長いスリット状の吹出口４が開口形成されている。吹込口３には
、温調空気を供給する給気配管が接続される。外部の空調設備から給気配管へ供給される
温調空気は、吹込口３からパネル筐体２の筺内に送入され、筺内を通過して下部の吹出口
４からパネル筐体２の背面側へ排出される。この間、温調空気は前面材２ａの前面板（以
下、「伝熱板２ａａ」という。）を介して室内空気と熱交換し、これにより輻射空調が行
われる。
【００２９】
　図２は、図１の輻射空調パネル１の分解斜視図である。図３は、図１の前面材２ａの拡
大斜視図である。図４は、輻射空調パネル１を図１（ｂ）のＡ－Ａ線に垂直な面で切断し
た拡大断面図である。図４（ａ）は吹込口３側、図４（ｂ）は吹出口４側を表す。図５は
、輻射空調パネル１を図１（ｂ）のＡ－Ａ線に垂直な面で切断した破断斜視図である。
【００３０】
　前述の通り、パネル筐体２は背面側に向かって開口する前面材２ａと、前面材２ａの開
口面を閉蓋する背面板２ｂとを備えている。背面板２ｂの内側面（前面材２ａに対向する
面）には、平板状の断熱材２ｅは貼着されており、この断熱材２ｅにも、背面板２ｂの吹
込口３及び吹出口４に対応する位置に、同型の吹込口３及び吹出口４が開口形成されてい
る。この背面板２ｂと断熱材２ｅの一体組立体が背面材５である。
【００３１】
　前面材２ａは、背面開口側の縁全体に、内側に向かって垂直に延出形成されたフランジ
２ｃが形成され、フランジ２ｃには複数の掛止孔２ｄが形成されている。背面板２ｂの内
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側面の、これら掛止孔２ｄに対応する位置には、掛止爪（図示せず）が突設されており、
各掛止爪を各掛止孔２ｄに掛止することで、背面板２ｂは前面材２ａに固定される。前面
材２ａ内の各掛止孔２ｄ下部には、掛止孔２ｄを取り囲むように防漏金具２ｆが設けられ
ており、防漏金具２ｆとフランジ２ｃとにより掛止孔２ｄの下部を閉鎖空間とすることで
、パネル筐体２内部の通風路８から掛止孔２ｄへ温調空気が抜けることを防止している。
【００３２】
　前面材２ａの筺内には、吹込口３に対向する位置に、上端から下方に向かって背面側か
ら正面側に向かって傾斜したスロープ面状の導流部８が配設されている。吹込口３から供
給される調温空気は、導流部８のスロープ面に衝突して筺内下方に向かうように約９０度
変向される。
【００３３】
　また、前面材２ａの筺内の上部から下部に亘って、複数の乱流促進体７が配設されてい
る。各乱流促進体７は、コの字状に曲折された長尺棒板状の溝形材により形成されており
（図４参照）、該溝形材の曲折された両側部のフランジ７ｃ，７ｃは、一方が前面材２ａ
の伝熱板２ａａに固着され、他方が背面材５の内側面に当接されている。また、乱流促進
体７のウェブ７ｂ（前面材２ａから起立した腹板の部分）の板面には、背面材５側に偏倚
して、横長矩形孔状の開口７ａ，７ａ，７ａ，７ａが複数形成されており（図３，図５参
照）、これら開口７ａ，７ａ，７ａ，７ａは乱流促進体７の長手方向に直列して設けられ
ている。パネル筐体２内を流れる温調空気は、これらの開口７ａを通過して吹込口３から
吹出口４へ向かって通風路８内を通流する。
【００３４】
　尚、乱流促進体７の素材については、本発明では特に限定しないが、熱効率をできるだ
け向上させる観点から、金属のような熱伝導率の大きい素材を使用することが好ましい。
また、本実施例の乱流促進体７は、調温空気を攪拌すると同時に、前面材２ａの板面（伝
熱板２ａａ）と背面材５との間の補強をする根太材としての機能も併せ持つ。従って、乱
流促進体７の素材としては、出来るだけ強度の高い物を用いるのが好ましい。
【実施例２】
【００３５】
　本実施例２の輻射空調パネル１は、基本的な構成は実施例１と同様であるが、乱流促進
帯７の構造のみが異なる。図６は、実施例２に係る輻射空調パネル１の前面材２ａを背面
側から視た図である。図７は、実施例２に係る輻射空調パネル１を、図６の（ａ）Ａ－Ａ
線及び（ｂ）Ｂ－Ｂ線で切断した断面図である。図６，図７において、実施例１の輻射空
調パネル１に対応する構成部分には同符号を付している。尚、図６において、背面材５に
形成されている吹込口３及び吹出口４の位置を一点鎖線で示している。
【００３６】
　本実施例２の乱流促進体７は、図７に示したように、Ｌ字状に曲折された長尺板材によ
り構成されている。そして、各乱流促進体７は、図６に示したように、パネル筐体２の空
洞（通風路８）の左端と右端との間全体に亘って水平に設けられている。各乱流促進体７
は伝熱板２ａａの内面に接合されており、乱流促進体７の伝熱板２ａａから垂直に起立し
た立片７ｄの高さは、通風路８の高さのおよそ半分程度とされている。
【実施例３】
【００３７】
　本実施例３の輻射空調パネル１は、基本的な構成は実施例１と同様であるが、乱流促進
帯７の構造のみが異なる。図８は、実施例３に係る輻射空調パネル１の部分断面図である
。図８（ａ）（ｂ）の部分は、図７（ａ）（ｂ）における３つの切断片図のうちの中央の
部分に相当する。本実施例の乱流促進帯７は、曲折された長尺板材により構成されている
が、乱流促進体７の伝熱板２ａａから起立した立片７ｄは、伝熱板２ａａに対して垂直で
はなく、風上方向（吹込口３側の方向）に傾斜して構成されている。その他の構成につい
ては、実施例１，２と同様である。
【実施例４】
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【００３８】
　本実施例４の輻射空調パネル１は、基本的な構成は実施例１と同様であるが、乱流促進
帯７の構造のみが異なる。図９（ａ）（ｂ）は、実施例４に係る輻射空調パネル１の部分
断面図である。図９（ａ）（ｂ）の部分は、図７（ａ）（ｂ）における３つの切断片図の
うちの中央の部分に相当する。本実施例の乱流促進帯７は、曲折された長尺板材により構
成されているが、乱流促進体７の伝熱板２ａａから起立した立片７ｄは、伝熱板２ａａに
対して垂直ではなく、風上方向（吹込口３側の方向）に弧状に湾曲して構成されている。
その他の構成については、実施例１，２と同様である。
【実施例５】
【００３９】
　本実施例５の輻射空調パネル１は、基本的な構成は実施例１と同様であるが、乱流促進
帯７の構造のみが異なる。図９（ｃ）（ｄ）は、実施例５に係る輻射空調パネル１の部分
断面図である。図９（ｃ）（ｄ）の部分は、図７（ａ）（ｂ）における３つの切断片図の
うちの中央の部分に相当する。本実施例の乱流促進帯７は、曲折された長尺板材により構
成されているが、乱流促進体７の伝熱板２ａａから起立した立片７ｄは、伝熱板２ａａに
対して垂直ではなく、風上方向（吹込口３側の方向）に弧状に湾曲して構成されている。
その他の構成については、実施例１，２と同様である。
【００４０】
〔２〕作用効果及びその検証
　以上のように構成された本実施例に係る輻射空調パネル１について、以下その作用を説
明する。
【００４１】
（１）使用方法
　本実施例の輻射空調パネル１は、手術室やクリーンルームの壁材として使用される。設
置に際しては、前面材２ａの伝熱板２ａａを室内，背面板２ｂを室外に向けて設置し、背
面板２ｂ上部の吹込口３に調温空気を供給する空調管を接続する。これにより、空調管か
ら供給される調温空気は吹込口３から輻射空調パネル１内の通風路８を通過して、背面板
２ｂ下部の吹出口４から排出される。この際、調温空気は前面材２ａの伝熱板２ａａを介
して室内空気と熱交換し、これにより室内の輻射空調が行われる。
【００４２】
（２）作用
　調温空気が輻射空調パネル１内の通風路８を通過する際には、まず導流部６の盤面に当
たって下方及び左右に広がり、更に、最上部の乱流促進体７により流路が絞られているた
めに調温空気が通風路８の幅全体に広がる。また、各乱流促進体７は、溝形材により形成
され、ウェブ７ｂの背面材５側に偏倚して、該溝形材の長手方向に向けて横長な開口７ａ
，７ａ，７ａ，７ａが複数直列に形成されている。そのため、調温空気の気流はウェブ７
ｂによって乱流を生じ攪拌される。これにより調温空気の熱が効率的に前面材２ａの板面
（伝熱板２ａａ）に伝達され、熱利用効率が向上する。
【００４３】
（３）二次元流体計算による攪拌の様子の観察
　図１０は、実施例１～５の輻射空調パネル１内の通風路８に通風した場合の流れを計算
した結果である。（ａ）が実施例１，２の輻射空調パネル、（ｂ）が実施例３の輻射空調
パネル、（ｃ）が実施例４の輻射空調パネル、（ｄ）が実施例５の輻射空調パネルである
。図１０における流れの計算は２次元有限要素法により非圧縮性流体により行い、通風路
８の幅は１６０ｍｍ、乱流促進体７の高さは８０ｍｍ、乱流促進体７の間隔は４００ｍｍ
、通風路８内の入力流速は１ｍ／ｓとした。また、図１０（ｂ）では、乱流促進体７の立
片７ｄの伝熱板２ａａに対する傾きは６０度、図１０（ｃ）（ｄ）では、乱流促進体７の
立片７ｄの湾曲形状は円弧状とした。また、図１０（ａ）～（ｄ）では、通風路８内の流
速を背景色の濃淡により表示しており、また流線を白線により示している。
【００４４】
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　図１０より、実施例１～５の輻射空調パネル１においては、どのケースにおいても、通
風路８を流れる調温空気は、乱流促進体７の上流側に渦流を生じ攪拌されていることが分
かる。この攪拌作用によって、調温空気の熱は伝熱板２ａａに効率よく伝達される。また
、調温空気の攪拌の度合いを比較すると、実施例５の乱流促進体７（図１０（ｄ））及び
実施例３の乱流促進体７（図１０（ｂ））が最もよく攪拌しており、次いで実施例１，２
の乱流促進体７（図１０（ａ））及び実施例４の乱流促進体７（図１０（ｃ））がよく攪
拌している。従って、調温空気の攪拌による伝熱効率の向上という観点からは、実施例５
，３が最も伝熱効率の向上が見込まれ、次いで、実施例１，２，実施例３の順に伝熱効率
の向上が見込まれる。
【００４５】
（４）三次元熱流体計算による伝熱効率の計算
　熱流体計算により、乱流促進体７のない輻射空調パネルと本実施例の輻射空調パネル１
との熱伝導状態を計算した結果を示す。図１１，図１２は乱流促進体７のない輻射空調パ
ネルの計算結果、図１３，図１４は本実施例の輻射空調パネル１の計算結果である。また
、図１１，図１３は中央線で切断した断面、図１２，図１４は正面側から視た前面材２ａ
の表面を示す。
【００４６】
　本計算では、吹込口３から１０℃の冷房用調温空気を送入し、伝熱板２ａａ付近の室内
空気の温度変化を算出した。図１１，図１３は吹込口３付近の温度分布であるが、両者を
比較すると、乱流促進体７のない輻射空調パネルに比べて実施例１の輻射空調パネル１の
ほうが、伝熱板２ａａ表面付近の室内空気の温度が１℃程度低下しており、熱交換効率が
向上していることが分かる。また、図１２と図１４を比較すると、乱流促進体７のない輻
射空調パネルに比べて実施例１の輻射空調パネル１のほうが、伝熱板２ａａの板面全体に
亘ってより均等に温度低下が生じており、通風路８に流入した調温空気が横幅全体に広が
って効率よく熱交換が行われていることが分かる。
【００４７】
　次に、特許文献１，２に記載の輻射空調パネル（輻射ダクト（１０）又は輻射式暖冷房
用放熱筐（５））との作用効果の比較をするため、比較例として特許文献１，２のように
乱流促進体の幅を通風路８の幅の１／２とし左右に交互に配置して流路をジグザグとした
場合について熱流体計算を行い、実施例１の輻射空調パネル１との比較を行った。
【００４８】
　図１５は、乱流促進体の幅を通風路幅の１／２とし左右に交互に配置して流路をジグザ
グとした輻射空調パネル（比較例２）の熱伝導状態を計算した結果（正面側から視た前面
材２ａの表面）である。図１６は実施例１の輻射空調パネル１の熱伝導状態を計算した結
果（正面側から視た前面材２ａの表面）、図１７は実施例２の輻射空調パネル１の熱伝導
状態を計算した結果（正面側から視た前面材２ａの表面）、図１８は実施例３の輻射空調
パネル１の熱伝導状態を計算した結果（正面側から視た前面材２ａの表面）である。比較
のため、入力流速や入力風温度等の計算条件は図１５と図１６～図１８とで同条件とした
。図１５の輻射空調パネルでは、左右の乱流促進体７が途切れた中心線付近に調温空気の
流れが集中する傾向が見られ、これにより、中心線付近の温度が他の領域に比べて大きく
温度が低下する。そのため、実施例１～３の場合（図１６～図１８）に比べると、前面材
２ａの表面の温度斑が非常に大きくなる。そのため、特許文献１，２に記載の輻射空調パ
ネルでは、室内の湿度が高いときに中心線付近に結露が生じやすくなり、壁面にドレン水
が発生するという問題があることが分かる。それに対して、実施例１～３の輻射空調パネ
ル１では、前面材２ａの表面の温度勾配が小さく、結露が生じ難い。
【００４９】
（５）実験結果
　最後に、本発明に係る輻射空調パネル１の熱伝導状態について、試作機による実験観察
を行った結果について説明する。実験は、実施例１～３の輻射空調パネル１、及び特許文
献６に記載の、パネル筐体内に線状の空気流通溝が間隔を空けて複数形成された輻射空調
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パネル（比較例３）を用いて行った。
【００５０】
　実験は、環境条件を均一とするため、図１９に示すように、室内の壁面の一部に比較例
３の輻射空調パネルと供試体の輻射空調パネルを並べて設置し、背面から冷房用の調温空
気を通風させ、室内に設置されたサーモカメラにより、各輻射空調パネルの表面を撮影す
ることにより行った（図１９（ａ）（ｃ）参照）。サーモカメラは、InfReC製赤外線サー
モグラフィ装置を使用した。また、各輻射空調パネルの表面の複数の測定点（図１９（ｂ
）参照）において、温度計により表面温度を測定し、また、各輻射空調パネルの吹出口に
風速計を設置して出口風速の測定を行った。
【００５１】
　図２０は、比較対象として使用した比較例３の輻射空調パネル１００のパネル筐体１０
１内の構造を表す図である。比較例３の輻射空調パネル１００は、特許文献６に記載の輻
射パネルと同様のものであり、図２０（ｂ）に示すように、上部中央の背面板に吹込口１
０２が設けられ、下部に吹出口１０３が設けられている構成は、本実施例のものと同様で
ある。パネル筐体１０１内には、中央に上下方向に幅広の空気流通溝１０４が上下幅一杯
に形成され、この空気流通溝１０４を対称軸として左右に対称に複数の空気流通溝１０５
が水平に形成されている。吹込口１０２から送入された調温空気は、これら空気流通溝１
０４，１０５を通過して吹出口１０３から排出される。その間に、空気流通溝１０４，１
０５の正面側に設けられた伝熱板を介して室内空気と熱交換する。
【００５２】
　図２１，図２２は、冷房条件開始から１時間までの時間区間における実施例１～３，比
較例３の輻射空調パネルの伝熱板表面の温度分布の測定結果を表す図である。本実験では
実施例１～３を同時に測定することはできないため、実施例１～３の測定では室内温度条
件が均一ではない。従って、実施例１～３の輻射空調パネル１を比較例３の輻射空調パネ
ル１００と並べて測定し、従来の輻射空調パネル１００と比較するとともに、輻射空調パ
ネル１００を環境条件補正用のリファレンスとして用いている。
【００５３】
　図２１，図２２から明らかなように、実施例１～３の輻射空調パネル１では、伝熱板２
ａａの表面における温度変化が緩やかであり、局所的な低温部分は生じにくい。また、盤
面全体の温度低下が早く、比較例３よりもより低温まで温度が降下している。従って、実
施例１～３の輻射空調パネル１は比較例３よりも伝熱効率が高いことが分かる。
【００５４】
　図２３は、実施例１～３の各測定点において測定された温度の平均値の時間変化を表す
図である。図２４は、図２３の差分温度の時間変化を表す図である。図２３（ａ）～（ｃ
）は、測定温度の平均値そのものを表しており、同時に測定された比較例３の測定値も併
せて示している。図２４は、図２３（ａ）～（ｃ）の其々について、各時刻における各実
施例の平均温度から当該時刻の比較例３の平均温度を引いた差分を表す。尚、図２４にお
いては、差分温度の値の正負を逆転して示しており、上にゆくほど比較例３に比べて温度
が低いことを示している。
【００５５】
　図２４より、実施例１～３の輻射空調パネル１では、比較例３の輻射空調パネル１００
と比較して、測定点での平均温度が１．５～１．７℃程度低く観測された。また、図２３
より、比較例３の輻射空調パネル１００では１５℃に達するまでの時間が４０分程度要す
るのに対し、実施例１～３の輻射空調パネル１では何れも１０分程度で１５℃に達してお
り、温度の低下速度も速くなっていることが分かる。
【実施例６】
【００５６】
　図２５は、本発明の実施例６に係る輻射空調パネルの吹出口４部分の拡大図である。図
２５（ａ）は吹出口４にスリット板状の分散板９を形成した実施形態、図２５（ｂ）は吹
出口４に多孔板状の分散板９を形成した実施形態を表している。本実施例の輻射空調パネ
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ル１は、吹出口４以外の部分の構成については、実施例１と同様であり、説明は省略する
。尚、図２５（ａ），（ｂ）では、分散板９は、背面板２ｂと一体とし背面板２ｂにスリ
ット又は小孔を打ち抜くことに形成されているが、分散板９は、背面板２ｂと別板により
形成して背面板２ｂに固定するように構成しても良い。
【００５７】
　このように吹出口４に分散板９を形成することによって、吹出口４に全体的に一様な流
路抵抗が発生するため、パネル筐体２内の通風路８において、分散板９のない場合に比べ
て、調温空気の流れが横幅全体に広がりやすくなる。これにより、伝熱板２ａａの温度を
より一様にすることができる。
【実施例７】
【００５８】
　図２６は、本発明の実施例７に係る輻射空調パネルの背面側から視た外観斜視図である
。正面側は図１（ａ）と同様であるため省略する。図２７は、図２６の輻射空調パネルの
パネル筐体２の内部（背面材５を外した状態）を表す斜視図である。図２６，図２７にお
いて、実施例１の輻射空調パネルの各構成部分に対応する部分については、同符号を付し
ている。
【００５９】
　実施例７の輻射空調パネル１では、吹込口３が背面材５の中央に開口形成されている。
また、背面材５の４つの周縁に沿って、各周縁全体に亘り周縁近傍の背面材５の板面上に
、細長い矩形状の吹出口４が開口形成されている。パネル筐体２の内部には、吹込口３を
中心とし吹込口３を取り囲む矩形枠状に、吹込口３から吹出口４に亘って、複数の乱流促
進体７が設けられている。各乱流促進体７は、長尺板の両側が曲折されたコの字状の溝形
材で構成され、溝形材の両端部のフランジは、一方が前面材２ａに、他方が背面材５に固
定されている。また、乱流促進体７をなす溝形材の両フランジ間のウェブには、背面材５
側に偏倚して、該溝形材の長手方向に横長な開口が複数形成されている。この乱流促進体
７の形状については、実施例１と同様である。尚、各乱流促進体７は、本体の空洞を挟む
両板材（伝熱板２ａａと背面材５）が撓まないように補強をする根太材としての機能も併
せ持つ。
【００６０】
　このように、吹込口３を背面材５の中央に配置し、吹出口４を背面材５の周縁全体に亘
って配設することにより、調温空気は中央部の吹込口３から周辺に向かって均等に広がる
。これにより、伝熱板２ａａの温度をより一様にすることができる。
【符号の説明】
【００６１】
１　輻射空調パネル
２　パネル筐体
　　２ａ　前面材
　　２ａａ　伝熱板
　　２ｂ　背面板
　　２ｃ　フランジ
　　２ｄ　掛止孔
　　２ｅ　断熱材
　　２ｆ　防漏金具
３　吹込口
４　吹出口
５　背面材
６　導流部
７　乱流促進体
　　７ａ　開口
　　７ｂ　ウェブ
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　　７ｃ　フランジ
７ｄ　立片
８　通風路
９　分散板

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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【図１９】 【図２０】

【図２１】 【図２２】
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【図２３】 【図２４】

【図２５】 【図２６】



(20) JP 2017-194267 A 2017.10.26

【図２７】

【手続補正書】
【提出日】平成29年6月19日(2017.6.19)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　良熱伝導性の前面材と断熱性の背面材を有し、前記背面材の中央に吹込口が開口形成さ
れ前記背面材の周縁全体に亘って複数の吹出口が開口形成された空洞箱状の本体を備え、
前記吹込口から前記吹出口へ前記本体の空洞内に調温空気を通風させることにより、前記
前面材を通して前記本体の前方の空気との熱交換を行う輻射空調パネルであって、
　前記本体の空洞内に、前記前面材から突出して形成された複数の乱流促進体を備え、
　前記各乱流促進体は、前記吹込口を中心とし前記吹込口を取り囲む矩形状に、前記吹込
口から前記吹出口に亘って複数設けられたことを特徴とする輻射空調パネル。
【請求項２】
　前記乱流促進体は、断面の両側が曲折されたコの字状の溝形材により構成され、前記溝
形材の曲折された両端部のフランジは、一方が前記前面材に固定され、他方が前記背面材
に固定又は当接されており、
前記両フランジ間のウェブには、前記背面材側に偏倚して、該溝形材の長手方向に向けて
横長な開口が複数形成されていることを特徴とする、請求項１記載の輻射空調パネル。
【請求項３】
　前記乱流促進体は、断面が曲折した長尺な金属板により構成されたことを特徴とする、
請求項１記載の輻射空調パネル。
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【請求項４】
　前記乱流促進体は、前記前面材から突出した部分が、気流の上流側又は下流側に向かっ
て湾曲されていることを特徴とする、請求項１記載の輻射空調パネル。
【請求項５】
　前記本体の空洞内の吹出口の上流側に、多孔板又はスリット板からなる分散板を備えた
ことを特徴とする請求項１乃至４の何れか一記載の輻射空調パネル。
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